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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

当社は、当社の持分法適用関連会社であるBELCHIM CROP PROTECTION N.V.(以下「BCP」といいます。)において、不

適切な会計処理が行われていた疑義が判明したため、平成30年３月９日に社内調査委員会を設置し、事態の全容把握

とその根本的な原因の解明に努めてまいりました。

平成30年６月２日に受領した同委員会による調査結果報告を踏まえ、当社の過年度の連結財務諸表における持分法

仕訳及び未実現損益の消去に関する修正等を行うことを決定し、過年度の決算を訂正いたしました。

以上の結果、当社は、過去に提出いたしました有価証券報告書等に記載されている連結財務諸表及び四半期連結財

務諸表に含まれる一連の会計処理を訂正することといたしました。

これらの決算訂正により、当社が平成27年11月10日に提出いたしました第93期第２四半期（自 平成27年７月１日

至 平成27年９月30日）に係る四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第

24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、新日本有限責任監査法人より四半期レビューを受けており、その

四半期レビュー報告書を添付しております。

　

２ 【訂正事項】

第一部 企業情報

第１ 企業の概況

１ 主要な経営指標等の推移

第２ 事業の状況

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４ 経理の状況

１ 四半期連結財務諸表

四半期レビュー報告書

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は を付して表示しております。

なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、訂正後のみを記載しております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第92期

第２四半期
連結累計期間

第93期
第２四半期
連結累計期間

第92期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 50,492 52,834 103,330

経常利益 (百万円) 1,972 2,214 11,435

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,785 1,416 6,661

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 822 1,185 6,797

純資産額 (百万円) 44,809 51,961 50,779

総資産額 (百万円) 159,256 164,709 167,662

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 4.46 3.54 16.65

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 28.1 31.5 30.3

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 7,812 12,004 6,351

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △1,312 △790 △3,214

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △6,576 △9,301 771

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 16,989 23,257 21,281

回次
第92期

第２四半期
連結会計期間

第93期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 6.14 2.18

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日）における世界経済は、米国など一部先

進国では景気の緩やかな拡大も見られましたが、欧州、アジアでは中国経済減速の影響が大きく、景気は下降基

調で推移しました。日本経済は、個人消費や企業収益を支えてきた輸出が伸び悩むなど景気回復の動きに足踏み

が見られました。

当社グループの主力事業を取り巻く市場環境は、酸化チタンにおいては、国内需要が関連業界の需要不振の影

響を受け前年同四半期を下回り、海外では一段と市況の軟化傾向が強まるなど厳しい状況が続きました。農薬に

おいては、農産物価格の低迷と景気減速の影響を受け近年需要拡大を牽引してきたブラジルでの農薬需要が減少

に転じるなど、世界の農薬出荷額は前年同四半期を下回りました。

このような状況の下、当社グループは、当期（平成28年３月期）を初年度とする第６次中期経営計画をスター

トさせ、機構改革による組織体制の見直しを進めるなど主要な施策にスピード感をもって取り組んでおります。

当第２四半期連結累計期間の連結業績は、売上高528億円（前年同四半期比23億円増）、営業利益34億円（前年

同四半期比９億円増）、経常利益22億円（前年同四半期比２億円増）、親会社株主に帰属する四半期純利益14億円

（前年同四半期比３億円減）となりました。

事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。

(無機化学事業)

酸化チタンは、国内外の需要低迷と海外での価格競争の影響を受け、販売量は前年同四半期を下回り、売上高

は192億円（前年同四半期比７億円減）となりました。

機能材料は、電子部品向けや導電性材料の販売が好調であった他、昨年第２四半期に販売を開始した新製品が

当四半期累計期間を通じて売上に寄与し、売上高は63億円（前年同四半期比12億円増）となりました。

損益面では、酸化チタンの海外市況低迷の影響を受けましたが、機能材料の販売増などにより増益となりまし

た。

この結果、無機化学事業の売上高は255億円（前年同四半期比４億円増）、営業利益は28億円（前年同四半期比

11億円増）となりました。

(有機化学事業)

農薬の国内販売は、天候不順などの影響を受け、売上は前年同四半期を下回りました。

海外販売は、ブラジルでの農薬需要低迷の影響を受けたことなどで、南米向けが前年同四半期を下回りました

が、新たな混合剤を上市するなど既存剤の拡販に注力してきた欧州、北米での販売が好調に推移し、加えてアジ

アでも販売が着実に伸びるなど、売上は前年同四半期を上回りました。

損益面では、販売数量増などにより増益となりましたが、海外関係会社との内部取引に伴う未実現損益の調整

が増益分を相殺しました。

この結果、有機化学事業の売上高は255億円（前年同四半期比17億円増）、営業利益は14億円（前年同四半期並）

となりました。
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(その他の事業)

その他の事業は、売上高16億円（前年同四半期比１億円増）、営業損失は３千万円（前年同四半期は２千万円の

営業利益）となりました。

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて29億円減少し1,647億円となりまし

た。流動資産は、13億円減少し1,061億円となりました。これは主に現金及び預金の増加、たな卸資産の減少によ

るものであります。固定資産は、前連結会計年度末と比べて16億円減少の585億円となりました。これは主に減価

償却による有形固定資産の減少によるものであります。

負債については、前連結会計年度末に比べて41億円減少し1,127億円となりました。これは主に支払手形及び買

掛金の増加、長短借入金の返済による減少によるものであります。

純資産については、前連結会計年度末に比べて11億円増加の519億円となりました。これは主に親会社株主に帰

属する四半期純利益の計上によるものであります。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて19億円増加し、当第２

四半期連結会計期間末における残高は232億円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各活動のキャッシュ・フローのうち主なものは、次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が19億円（前年同四半期並）となり、たな

卸資産の減少31億円と仕入債務の増加51億円の収入があったことなどにより、120億円の収入（前年同四半期比41

億円の収入増）となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による８億円の支出（前年同四半期比13億円の支出減）

があったことなどにより７億円の支出（前年同四半期比５億円の支出減）となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金などの純減により93億円の支出（前年同四半期比27億円の支出

増）となりました。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は4,690百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年11月10日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 403,839,431 403,839,431 東京証券取引所市場第一部
単元株式数は1,000
株であります。

計 403,839,431 403,839,431 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

― 403,839 ― 43,420 ― 9,155
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(6) 【大株主の状況】

平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三井物産株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目１番３号 20,192 5.00

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES
PARIS/JASDEC/FBB SEC/BELCHIM
MANAGEMENT
(常任代理人)
香港上海銀行東京支店
カストディ業務部

3 RUE D' ANTIN 75002 PARIS

東京都中央区日本橋３丁目11番１号

18,000 4.46

東亞合成株式会社 東京都港区西新橋１丁目14番１号 17,222 4.26

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 12,668 3.14

ユーピーエルジャパン株式会社
東京都港区赤坂１丁目12番32号
アーク森ビル30Ｆ

11,700 2.90

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 8,311 2.06

ＩＳＫ交友会 大阪市西区江戸堀１丁目３番15号 7,996 1.98

石原産業従業員持株会 大阪市西区江戸堀１丁目３番15号 7,579 1.88

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY

(常任代理人)
シティバンク銀行株式会社

388 GREENWICH STREET, NEW YORK,
NY 10013 USA

東京都新宿区新宿６丁目27番30号

6,700 1.66

CBNY DFA INTL SMALL CAP
VALUE PORTFOLIO
(常任代理人)
シティバンク銀行株式会社

388 GREENWICH STREET, NY,
NY 10013 USA

東京都新宿区新宿６丁目27番30号

5,819 1.44

計 ― 116,187 28.78

(注) BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES PARIS/JASDEC/FBB SEC/BELCHIM MANAGEMENTの持株数18,000千株はBelchim

Management N.V.社が実質的に所有しております。

決算短信 （宝印刷）  2018年06月06日 10時27分 7ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



― 8 ―

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 3,998,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 396,326,000 396,326 ―

単元未満株式 普通株式 3,515,431 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 　403,839,431 ― ―

総株主の議決権 ― 396,326 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、名義人以外から株券喪失登録のある株式が1,000株(議決権１個)含まれ

ております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式811株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

石原産業株式会社
大阪市西区江戸堀
１丁目３番15号

3,998,000 ― 3,998,000 0.99

計 ― 3,998,000 ― 3,998,000 0.99

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。な

お、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」に含めております。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 21,471 23,447

受取手形及び売掛金 29,059 29,554

商品及び製品 31,869 31,567

仕掛品 4,149 4,721

原材料及び貯蔵品 17,357 13,240

繰延税金資産 2,276 1,778

その他 1,485 2,018

貸倒引当金 △188 △166

流動資産合計 107,480 106,162

固定資産

有形固定資産

機械及び装置（純額） 18,253 17,826

その他（純額） 26,272 25,496

有形固定資産合計 44,525 43,323

無形固定資産 147 178

投資その他の資産

投資有価証券 3,729 3,403

繰延税金資産 8,788 9,118

退職給付に係る資産 14 15

その他 3,071 2,603

貸倒引当金 △94 △95

投資その他の資産合計 15,508 15,045

固定資産合計 60,181 58,547

資産合計 167,662 164,709
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,409 17,227

短期借入金 31,472 29,591

1年内償還予定の社債 280 280

未払法人税等 747 462

フェロシルト回収損失引当金 2,458 1,248

関係会社整理損失引当金 323 87

その他の引当金 728 742

その他 8,472 9,258

流動負債合計 56,892 58,898

固定負債

社債 840 700

長期借入金 42,447 35,717

その他の引当金 890 893

退職給付に係る負債 12,084 12,196

持分法適用に伴う負債 683 1,100

その他 3,044 3,240

固定負債合計 59,990 53,849

負債合計 116,882 112,747

純資産の部

株主資本

資本金 43,420 43,420

資本剰余金 10,626 10,626

利益剰余金 △1,662 △245

自己株式 △697 △700

株主資本合計 51,687 53,101

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 513 362

繰延ヘッジ損益 0 －

為替換算調整勘定 △1,023 △1,132

退職給付に係る調整累計額 △398 △369

その他の包括利益累計額合計 △907 △1,139

純資産合計 50,779 51,961

負債純資産合計 167,662 164,709
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 50,492 52,834

売上原価 36,776 38,216

売上総利益 13,715 14,617

販売費及び一般管理費 ※１ 11,217 ※１ 11,131

営業利益 2,498 3,486

営業外収益

受取利息 24 16

受取配当金 123 77

為替差益 900 －

原材料売却益 7 133

その他 157 149

営業外収益合計 1,213 377

営業外費用

支払利息 803 728

持分法による投資損失 510 587

為替差損 － 118

その他 424 215

営業外費用合計 1,738 1,649

経常利益 1,972 2,214

特別利益

残余財産分配金 312 －

特別利益合計 312 －

特別損失

固定資産処分損 162 241

その他 49 9

特別損失合計 211 250

税金等調整前四半期純利益 2,072 1,963

法人税、住民税及び事業税 129 371

法人税等調整額 157 175

法人税等合計 287 546

四半期純利益 1,785 1,416

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,785 1,416
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

四半期純利益 1,785 1,416

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 108 △151

繰延ヘッジ損益 13 △0

為替換算調整勘定 △1,179 △179

退職給付に係る調整額 144 28

持分法適用会社に対する持分相当額 △50 70

その他の包括利益合計 △962 △231

四半期包括利益 822 1,185

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 822 1,185
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,072 1,963

減価償却費及びその他の償却費 2,825 2,878

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8 △21

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 418 161

フェロシルト回収損失引当金の増減額(△は減
少)

△1,260 △1,210

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） △701 △231

その他の引当金の増減額（△は減少） 63 17

受取利息及び受取配当金 △147 △94

支払利息 803 728

為替差損益（△は益） △761 142

持分法による投資損益（△は益） 510 586

固定資産処分損益（△は益） 94 142

売上債権の増減額（△は増加） △2,908 △770

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,463 3,171

その他の流動資産の増減額（△は増加） △564 △281

仕入債務の増減額（△は減少） 1,356 5,100

その他の流動負債の増減額（△は減少） 1,033 969

その他 △298 42

小計 9,007 13,297

利息及び配当金の受取額 101 93

利息の支払額 △864 △749

保険金の受取額 77 33

法人税等の支払額 △509 △669

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,812 12,004

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △0 △0

固定資産の取得による支出 △2,214 △889

固定資産の売却による収入 39 220

貸付けによる支出 △108 △265

貸付金の回収による収入 109 174

残余財産の分配収入 468 －

その他 392 △30

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,312 △790
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(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △30 △110

長期借入れによる収入 1,800 200

長期借入金の返済による支出 △8,010 △8,699

社債の償還による支出 △140 △140

リース債務の返済による支出 △342 △298

預り金の受入れによる収入 1,279 901

預り金の返済による支出 △1,130 △1,152

自己株式の純増減額（△は増加） △2 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,576 △9,301

現金及び現金同等物に係る換算差額 △119 63

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △196 1,976

現金及び現金同等物の期首残高 17,185 21,281

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 16,989 ※１ 23,257

決算短信 （宝印刷）  2018年06月06日 10時27分 15ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



― 16 ―

【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年

９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示

の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連

結財務諸表の組替えを行っております。

(四半期連結貸借対照表関係)

　１ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関などからの借入債務等に対し、保証を行っております。

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

石原鉱産株式会社 5百万円 3百万円

石原酸素株式会社 100 100

計 105百万円 103百万円

　２ 受取手形割引高

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

受取手形割引高 130百万円 395百万円

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

賞与引当金繰入額 126百万円 180百万円

退職給付費用 143 144

試験研究費 3,776 4,064
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

現金及び預金 17,661百万円 23,447百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △672 △190

現金及び現金同等物 16,989百万円 23,257百万円

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

合計
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

無機化学事業 有機化学事業 その他の事業

売上高

外部顧客への売上高 25,096 23,869 1,526 50,492 ― 50,492

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 560 560 △560 ―

計 25,096 23,869 2,087 51,052 △560 50,492

セグメント利益 1,687 1,507 25 3,221 △723 2,498

(注) １ 調整額は、次のとおりであります。

セグメント利益の調整額△723百万円には、セグメント間取引消去94百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△818百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

合計
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

無機化学事業 有機化学事業 その他の事業

売上高

外部顧客への売上高 25,581 25,571 1,682 52,834 ― 52,834

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 533 533 △533 ―

計 25,581 25,571 2,215 53,368 △533 52,834

セグメント利益
又は損失(△)

2,851 1,471 △30 4,292 △805 3,486

(注) １ 調整額は、次のとおりであります。

セグメント利益又は損失の調整額△805百万円には、セグメント間取引消去80百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△885百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

　 １株当たり四半期純利益金額 4円46銭 3円54銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額 (百万円) 1,785 1,416

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額 (百万円)

1,785 1,416

普通株式の期中平均株式数 (千株) 399,918 399,853

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(重要な偶発債務)

前連結会計年度(平成27年３月31日)

当社四日市工場内の土壌・地下水の汚染修復対策並びに工場内に存在すると推定される埋設物への措置費用につ

いては、当期に支出した費用及び当期末において合理的に見積もられる範囲内の費用を特別損失に計上し、それ以

外で現時点において合理的に見積もることができない恒久的な汚染修復対策の費用及び埋設物の措置費用は計上し

ておりません。

１ 四日市工場内における土壌・地下水汚染への対応

コンプライアンス総点検後に実施した当社四日市工場内の土壌・地下水調査の結果、主に過去の生産活動に

由来すると考えられる汚染が判明したため、当社は三重県生活環境の保全に関する条例に基づく届出書を、平

成20年に所管する四日市市に提出しました。その後、第三者の学識経験者による環境専門委員会の指導と助言

の下、汚染状況及び汚染源の特定に関する調査、汚染の拡散防止策にかかわる設計データを収集してきており

ます。

これまでに、原因物質の除去や不溶化の工法検討のための試験施工を経て、汚染地下水の拡散を防ぐための

揚水設備と水処理設備を設置し、本格的な揚水を継続しています。

今後は、本格揚水を継続するとともに、これまでの調査や試験結果などに基づき、追加の揚水浄化処理設備

の設置検討、不溶化の試験施工による現場適用検討など、具体的な汚染修復対策についての検討を継続します。

２ 四日市工場内に存在すると推定される埋設物への対応

コンプライアンス総点検において公表した、四日市工場内において撤去を要すると考えられる埋設物等の現

時点における調査結果は、下記項目に記載のとおりであります。将来的に一定の範囲での業績への影響は避け

られないものと考えていますが、当該場所を含め工場内各所の空き地が、広くフェロシルトの仮保管場所とな

っている状況下では、効率的に詳細調査を継続することができず、現在も埋設物の種類・性状・埋設量等の全

体概要の確認には至っておりません。

このような現状に鑑み、下記案件についての埋設物の埋設位置・範囲・性状・数量の特定や適切な撤去方法

など更なる細部検討は、四日市工場内で仮保管中であるフェロシルトの最終処分が完了する平成27年度以降と

し、それまでの間は、現在も実施している周辺環境への影響を継続的にモニタリングしてまいります。

①第２グラウンドの埋設物

当該場所は、過去に沈澱池として使用されていた経緯から、合法的に処理された廃棄物も存在しており、こ

れらと違法性の認められる埋設物を峻別の上撤去することとなります。埋設物の位置を特定するための確認調

査の過程で、地中での金属反応と他の地層と異なる地質が存在することを確認しており、ボーリング及び試掘

調査を実施した結果、一部の廃棄物(金属物)の埋設が確認されています。

②旧ＳＲ（合成ルチル）工場跡地の無機性汚泥など

同工場跡地で仮保管していた施工地からの回収フェロシルトは、平成21年１月から搬出を開始し、搬出が完

了した区画で一部掘削を実施しました。一部の掘削区画からは無機性汚泥が確認されています。
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当第２四半期連結会計期間(平成27年９月30日)

当社四日市工場内の土壌・地下水の汚染修復対策並びに工場内に存在すると推定される埋設物への措置費用につ

いては、当四半期累計期間に支出した費用及び当四半期末において合理的に見積もられる範囲内の費用を特別損失

に計上し、それ以外で現時点において合理的に見積もることができない恒久的な汚染修復対策の費用及び埋設物の

措置費用は計上しておりません。

１ 四日市工場内における土壌・地下水汚染への対応

コンプライアンス総点検後に実施した当社四日市工場内の土壌・地下水調査の結果、主に過去の生産活動に

由来すると考えられる汚染が判明したため、当社は三重県生活環境の保全に関する条例に基づく届出書を、平

成20年に所管する四日市市に提出しました。その後、第三者の学識経験者による環境専門委員会の指導と助言

の下、汚染状況及び汚染源の特定に関する調査、汚染の拡散防止策にかかわる設計データを収集してきており

ます。

これまでに、原因物質の除去や不溶化の工法検討のための試験施工を経て、汚染地下水の拡散を防ぐための

揚水設備と水処理設備を設置し、本格的な揚水を継続しています。

今後は、本格揚水を継続するとともに、これまでの調査や試験結果などに基づき、追加の揚水浄化処理設備

の設置検討、不溶化の試験施工による現場適用検討など、具体的な汚染修復対策についての検討を継続します。

２ 四日市工場内に存在すると推定される埋設物への対応

コンプライアンス総点検において公表した、四日市工場内において撤去を要すると考えられる埋設物等の現

時点における調査結果は、下記項目に記載のとおりであります。将来的に一定の範囲での業績への影響は避け

られないものと考えていますが、当該場所を含め工場内各所の空き地が、広くフェロシルトの仮保管場所とな

っている状況下では、効率的に詳細調査を継続することができず、現在も埋設物の種類・性状・埋設量等の全

体概要の確認には至っておりません。

このような現状に鑑み、下記案件についての埋設物の埋設位置・範囲・性状・数量の特定や適切な撤去方法

など更なる細部検討は、四日市工場内で仮保管中であるフェロシルトの最終処分が完了する平成27年度以降と

し、それまでの間は、現在も実施している周辺環境への影響を継続的にモニタリングしてまいります。

①第２グラウンドの埋設物

当該場所は、過去に沈澱池として使用されていた経緯から、合法的に処理された廃棄物も存在しており、こ

れらと違法性の認められる埋設物を峻別の上撤去することとなります。埋設物の位置を特定するための確認調

査の過程で、地中での金属反応と他の地層と異なる地質が存在することを確認しており、ボーリング及び試掘

調査を実施した結果、一部の廃棄物(金属物)の埋設が確認されています。

②旧ＳＲ(合成ルチル)工場跡地の無機性汚泥など

同工場跡地で仮保管していた施工地からの回収フェロシルトは、平成21年１月から搬出を開始し、搬出が完

了した区画で一部掘削を実施しました。一部の掘削区画からは無機性汚泥が確認されています。
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(重要な後発事象)

(土地借地権の譲渡）

当社連結子会社であるISK SINGAPORE PTE. LTD.は、清算準備手続き中であり、事業用土地借地権の売却を進め

ており、平成27年６月３日にその一部の譲渡について合意いたしました。残りの部分につきましても平成27年９

月７日に譲渡先との間で合意し、その譲渡の概要は、次のとおりであります。

　
１ 譲渡の理由

事業活動停止により不要となった事業用土地借地権を売却するものです。

２ 譲渡資産の内容

資産の内容及び所在地 土地借地権 （所在地）Tuas,Singapore

３ 譲渡先の概要等

会社名及び所在地 Kim Soon Lee Logistics (S) Pte. Ltd. （所在地）Singapore

当社グループとの関係
資本関係、人的関係、取引関係及び関連当事者として特記すべき事項はありま

せん。
４ 譲渡価額

約25億円

（注）上記金額は、概算値であります。

５ 譲渡の時期

平成27年11月（予定）

６ 損益に与える影響

上記取引による譲渡益約25億円については、平成28年３月期において特別利益に計上する見込みであります。

　

(固定資産の譲渡）

当社は、平成27年11月９日に開催された取締役会において、下記のとおり固定資産を譲渡することを決議いた

しました。

　
１ 譲渡の理由

資産の効率的な運用と財務体質の改善を図るため、譲渡資産を信託受益権化した上で譲渡します。

２ 譲渡資産の内容

名称（所在地） 資産の概要 現況

新石原ビル
（大阪市西区江戸堀１丁目３番15号）

土地面積 1,885.17㎡
建物床面積 18,057.94㎡

本社事務所及び賃貸用不動産

　譲渡先は、国内の一般事業会社でありますが、譲渡価額並びに譲渡先については、相手先との守秘義務に

より開示を控えさせていただきます。なお、当社グループと譲渡先との間には、資本関係、人的関係、取引

関係及び関連当事者として特記すべき事項はありません。

３ 譲渡の時期

平成27年12月（予定）

４ 損益に与える影響

上記取引による譲渡益約６億円については、平成28年３月期において特別利益に計上する見込みであります。

５ その他

当社は、本件譲渡による引渡し後も譲渡先から賃借を受け、本社として継続使用する予定であります。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成30年６月２日

石原産業株式会社

取締役会 御中

　

新日本有限責任監査法人新日本有限責任監査法人新日本有限責任監査法人新日本有限責任監査法人新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 藤 田 立 雄 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 栗 原 裕 幸 印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている石原産業株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る訂正後の四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャ

ッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、石原産業株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

注記事項 重要な偶発債務に、四日市工場内における土壌・地下水汚染への対応、及び、四日市工場内に存在すると推

定される埋設物への対応に関する事項が記載されている。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成27年11月９日に四半期レビュー報告書を提出した。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年６月４日

【会社名】 石原産業株式会社

【英訳名】 ISHIHARA SANGYO KAISHA,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 田 中 健 一

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 大阪市西区江戸堀１丁目３番15号

【縦覧に供する場所】 当社東京支店

（東京都千代田区富士見２丁目10番２号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長田中健一は、当社の第93期第２四半期（自 平成27年７月１日 至 平成27年９月30日）の四

半期報告書の訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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